
カーボンニュートラルの取組に向けた
現状と課題

［ ⻑野県は「SDGs未来都市」です ］

資料１－１

令和５年１⽉１９⽇
⻑野県庁産業労働部産業政策課



ゼロ６割減

社会変革、経済発展とともに
実現する持続可能な脱炭素社会づくり

◆ 再⽣可能エネルギー⽣産量
2030年度までに２倍増、2050年度までに３倍増

基本
目標

数値
目標

◆ 最終エネルギー消費量
2030年度までに４割減、2050年度までに７割減

目標

二酸化炭素を含む温室効果ガス正味排出量を
2030年度 2050年度 を目指す

分野別の施策

・EV・FCVで安心・快適に走れる充電インフラを充実
・多様な移動手段の確保

（公共交通への積極的支援、MaaS、グリーンスローモビリ
ティ、⾃転⾞ 等）

１ 交 通

・全ての新築建築物のZEH・ZEB化を実現
２ 建 物

・ESG投資を呼び込む事業活動のゼロカーボン化を
支援

・ゼロカーボン基⾦でグリーン分野への挑戦を後押し

３ 産 業

・地域事業者と連携し住宅太陽光と⼩⽔⼒発電を徹底
普及

・エネルギー⾃⽴地域づくりを強⼒に推進

４ 再⽣可能エネルギー

・森林CO2吸収量を増加、まちなかグリーンインフラ
を拡大

・信州気候変動適応センターを中心に適応策を実⾏

５ 吸収・適応

・信州環境カレッジを核に多様なカリキュラムを展開
・「ゼロカーボン社会共創プラットフォーム」を始動

６ 学び・⾏動

※数値目標は対2010年度⽐

温室効果ガス排出量の削減目標

⻑野県ゼロカーボン戦略（2021〜2030)の概要
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産業部門（工場等）及び業務部門（オフィス等）が排出する
温室効果ガスは年間601万t-CO2（全体の41％）

全体1,457万ｔ-CO2

2018年度の県内温室効果ガス排出量の内訳
（単位︓万t-CO2）

県内産業・業務部門の温室効果ガス排出量の現状

2030年度目標 温室効果ガス削減量 全体▲６０％
産業部門
（第１、２次産業 製造業、農林、建設業） ▲５４％

業務部門
（第３次産業 サービス業） ▲６４％

（基準年度 2010年度）

削減目標
消費（エネル
ギーベース）

使⽤電⼒のうち再エネ
電源が占める割合
（2030年度目標）

産
業 年２％減 約４割

業
務 年３％減 約４割

2030年度目標
実現のために
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◎世界からESG投資を呼び込む技術開発
◎産業構造の転換、社会ニーズへの対応

◎温室効果ガス（ＧＨＧ）排出量の把握、削減計画策定
◎省エネルギーの実践、再⽣可能エネルギーの活⽤

経営理念・マネジメント改革
◎SDGｓ経営の推進
◎ＥＳＧ投資の呼び込み

製品や技術のグリーン分野への挑戦
プロダクト・イノベーション

(Product Innovation)

事業活動におけるゼロカーボンの推進
プロセス・イノベーション
(Process Innovation）

⻑野県ゼロカーボン戦略 〜産業分野における取組⽅針〜

⻑野県産業振興機構（NICE）にグリーンイノベーションセンターを設置し、県内製造業の脱炭素化や
グリーンイノベーションの創出を支援

産業⽴地施策（⽴地助成⾦）におけるZEB化等への優遇（助成率の上乗せ）
中⼩企業融資制度（ゼロカーボン枠）により省エネ・再エネの取組を資⾦支援
エネルギーコスト削減促進事業により、省エネ・再エネ設備の導⼊に要する経費を助成 等

産業分野のゼロカーボン推進に関する県の支援について
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製品や技術のグリーン分野への挑戦
プロダクト・イノベーション

(Product Innovation)
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製
品
化
・

産
業
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出

１.分野別研究会の設置・活動 ２. 製品開発プロジェクトの支援【R3・R4で16者支援】

ゼロカーボン社会の実現に向けて、県内ものづくり企業が貢献できる
可能性が高い分野ごとに、県内企業と研究機関等も含めた研究会
を設置。研究会活動を通じて、製品開発プロジェクトを組成する。

事
業
内
容

 ⻑野県は製造業の集積地であり、県内企業がゼロ
カーボン関連技術開発に取り組むことは、脱炭素社
会の実現に貢献できうる一方で、こうした技術開発
に取り組む企業は限定的。

現
状

課
題

県内ものづくり企業によるゼロカーボン関連技術開発の促進
＜促進のために企業が解決すべき課題＞

脱炭素に向けては、既存の材料や原理を変えるほどの新しい技術へのチャレンジ
が必要であり、県内企業においてはハードルが高い。

県内ものづくり企業が⾏うゼロカーボン関連製品の製品化に向けた
技術開発に対し、経費を一部補助することにより、環境対応に取り
組む県内企業を支援する。

分野別研究会の設置

電気⾃動⾞ 水素エネ

…

研究会活動、PJ組成

設置機構補助県 機構補助県 運営

講師等を交えた事例
研究、現場視察

製品開発プロジェクト
の組成

＜R4予算＞19,626千円 ＜R4予算＞ 50,000千円

企業A
企業B

企業C
大学a

環境材料

※財源は⻑野県ゼロカーボン基⾦

補助⾦による支援

（外部PJも募集）

試作開発

ゼロカーボン技術事業化支援補助⾦（※）
上限1,000万円、補助率1/2以内（人件費、設備備品費他）
（特にCO2削減効果が高い案件は上限2,000万円、補助率2/3以内）

開発PJ①
開発PJ②
開発PJ③

研究会活動を通じて技術開発プロジェクトを創出するとともに、コーディネータによる伴走的
支援や補助制度等により、県内ものづくり企業による新たなゼロカーボン関連技術の開発を
促進し、産業イノベーションの創出を図る。

ゼロカーボン技術事業化促進事業
（公財）⻑野県産業振興機構 グリーンイノベーションセンター
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産産・産学連携コーディネートや補助⾦等により、
製品開発から販売まで一貫的に支援

【マイクロコントロールシステムズ㈱（佐久市）】
従来の電⼒・熱に加え、窒素ガスも生成する
工業⽤燃料電池システムを開発

⻑野県ゼロカーボン戦略に基づき、県内製造業のゼロカーボン関連の技術開発を支援

⽔素・燃料電池分野の連携協定

⼯業⽤燃料電池システム研究会 新たな技術開発プロジェクトの支援
技術的課題の調査研究を通じ、県内企業の精密
技術等の強みを活かした開発プロジェクトを創出

＜第１回研究会（キックオフ）R4.9.21＞
※各県の公設試、大学、企業と連携構築を想定

⼭梨大学⽔素・燃料電池ナノ材料研究センターとNICEとの「連携協定」を締結（R4.9.21）

＜⽔素・燃料電池分野の技術⼒向上と地域社会の発展に係る取組について連携・協⼒＞

３機関が連携︕

協定に基づき、連携・協⼒

県
内
企
業
の
取
組

⼯業⽤燃料電池システムの開発

⽔素ステーション⽤熱交換器の開発 水素ステーション⽤プレクール
チラー（オリオン機械㈱）【オリオン機械㈱（須坂市）】

FCトラック等の普及を支える、水素充填⽤プレクール熱交換器を開発

⻑野県の製造品出荷額等
・情報通信機械全国１位
・電子部品等 全国２位
・業務⽤機械 全国３位
2020年工業統計調査（経済産業省）

その他のゼロカーボン関連の研究会 ・ 酸化ガリウムデバイス研究会
・ 磁気エレクトロ二クス研究会 ・ 次世代パワーエレクトロニクス研究会
・ 地域資源循環型複合材料研究会 ・ 環境品質モビリティ研究会 6

ゼロカーボン技術事業化促進事業
(（公財）⻑野県産業振興機構 グリーンイノベーションセンター）



事業活動におけるゼロカーボンの推進
プロセス・イノベーション
(Process Innovation）

7



事業所から排出されるCO2を「⾒える化」し
計画※に基づき削減を目指す制度

■事業所の電気代やガス代を⼀年分⼊⼒することでエネルギーの
使⽤量を「⾒える化」します。

■専門家のアドバイスをもらいながら、具体的な取組を含めた
エネルギー削減の計画書を作成します。

■計画の進捗状況を毎年度、県に報告頂きます。
優良事業者は県で表彰いたします。（計画・実施状況は県ＨＰで公表します）

■⾃社の気候変動対策として外部にＰＲできます。

制度対象外の事業者の⽅も参加できます

〇エネルギーを1,500kl/年以上使⽤
〇 温室効果ガスを3,000t/年以上排出
〇 ⾃動⾞を200台以上使⽤

＜制度対象事業者＞

※最⼤３か年

■作成した計画に基づいて、具体的取組により削減を実⾏し、
エネルギーの無駄を減らすことで経費を削減してゆけます。

事業活動温暖化対策計画書制度
（⻑野県地球温暖化対策条例第12条・第13条）
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お申込みはこちらから
https://www.pref.nagano.lg.jp/ontai/chusho-shoene.html

 空調やボイラー等の設備の設
定や使⽤状況を調査します

 電気代やガス代を節約するた
めのアドバイスをします

中⼩規模事業者省エネ診断事業
無料で省エネ診断をします
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⼯業技術総合センター環境・情報技術部門が蓄積してきた知⾒を活かし、ＬＣＡ※の観点から
県内製造業のカーボン排出量を「⾒える化」して、⼯程改善等による排出量削減に向けた取組
を支援する。

Ｌ
Ｃ
Ａ
の
観
点
か
ら
の

可
視
化
支
援
イ
メ
ー
ジ

事業内容
◆カーボン排出量の可視化支援

• ⼯技センター職員及び外部専門家が県内企業の
データに基づきカーボン排出量をＬＣＡの観点か
ら算定し、可視化

◆カーボン排出量の削減支援
• カーボン排出量削減のための取組や構想検討支援
• 構想実現に向けた設備導⼊等の計画策定や資⾦獲

得等を支援

製品のライフサイクル

◆普及啓発
• ⾃動⾞メーカー等から求められるゼロ

カーボンの取組に関する講演会
• 外部講師によるカーボン排出量削減等に

関する実践的セミナー
• カーボン排出量削減等の取組事例を広く

普及するための成果発表会

※Life Cycle Assessmentの略。製品ごとのライフサイクル全体の環境負荷を数値化し、定量的に評価する⼿法。

＜R4予算＞ 9,718千円

カーボン排出量可視化・削減支援事業

（R４実績）可視化説明会参加 ８９社 可視化支援 ５社 削減支援 ７社
（R4.12月末時点） 10



信州屋根ソーラーポテンシャルマップの特⻑
建物の屋根ごとに、年間の⽇射量を計算して、
太陽光発電や太陽熱利⽤の適合度をWEB上で
表示するシステム
https://www.sonicweb-asp.jp/nagano_solar_map/

サポートページ
WEB上には、補助金等の行政支援情報、設

置業者等を掲載

⾃治体では
世界最大の面積

（13,562km2）

太陽光発電に加え
太陽熱のポテンシャル

も表示

地域内経済循環
を重視

地域の施⼯業者を紹介

信州屋根ソーラーポテンシャルマップ

対象：県全域の175万棟の建物
太陽光発電設備を設置可能な屋根：103万棟、
太陽光発電に適している屋根：９８万棟
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【省エネ設備の更新等経費】
（原則トップランナー基準）
① 空調設備
② 換気設備
③ LED照明設備
④ 冷蔵・冷凍設備
⑤ エネルギー管理設備(新設のみ対象)

⑥ 恒温設備
⑦ 熱電供給設備
⑧ 電気制御設備
⑨ 窓 等

【再エネ設備の新設経費】
⑩ 太陽光発電システム、

木質バイオマスエネルギー
利⽤設備 等
（⾃家消費を⾏うものに限る。）

⾼効率業務⽤
冷蔵・冷凍庫

ヒートポンプ式
給湯器

LED照明⾼効率業務⽤エアコン 太陽光発電システム

省エネ設備 再エネ設備

木質ペレットストーブ

【ビル・工場・飲食店等】

省エネルギー化と再エネ⾃家消費
によるエネルギーコスト削減 経営基盤の強化・安定

脱炭素社会の実現

（例） （例）

補助対象経費 補助⾦の限度額
下限額 50万円
上限額500万円

補助対象者
⺠間事業者

（県⺠⽂化部、健康福祉部、
産業労働部、農政部、林務部）

原油・原材料価格の⾼騰に直面する事業者のエネルギーコストの削減を促進するため、
省エネ・再エネ設備の導⼊に要する経費を助成（予算︓5,021,357千円）

エネルギーコスト削減促進事業（R４事業）
（⻑野県価格⾼騰緊急対策）

エネルギーコスト削減等削減計画書
・事業活動温暖化対策計画書を提出
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経営理念・マネジメント改革
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⻑野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度
企業活動等を通じて、SDGsの達成に意欲的に取り組む県内企業等を登録・
PRする⻑野県独⾃の制度

登録要件

① 経営方針や「環境・社会・経済」の重点的な取組を
目標設定とともに宣言（要件１）

② SDGsの17ゴール・169ターゲットとひも付けた
42の具体的な項目を提示し、項目ごとに企業等の取組を記載
（セルフチェック）（要件２）

登録料 無料（３年の期限を設けた更新性）
進捗管理 年１回以上、取組を報告（県HPで発信）

企業等におけるSDGs活⽤のメリット
① 企業等のブランディング・イメージの向上
② 人材確保・育成、従業員のモチベーションアップ
③ 経営リスク管理
④ ステークホルダー（⾦融機関、投資家など）との連携
⑤ 販路拡⼤
⑥ 社会課題解決起点の新商品・サービスの開発

詳しくは https://nagano-sdgs.com/

R４.10⽉末現在
1,722者登録
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■登録マークの活⽤
３種類の登録マークを、SDGsを推進する企業であること及びその企業が取り組む
活動のＰＲに活⽤

■名刺
■企業パンフレット
■企業ホームページ 等

ＳＤＧs推進企業の支援策等

■助成
県内に新たに事業所を設置したＩＴ系登録企業に対する助成
県内に本社機能等を移転して事業を⾏う企業に対する助成

■情報発信ＰＲ・交流マッチング
専⽤ポータルサイトの開設・ＰＲ、登録企業の交流やマッチングの場を拡大

■資⾦調達
中⼩企業融資制度での登録企業等に対する⾦利⾯の優遇
地元⾦融機関と連携した⾦融商品等（SDGｓ私募債・SDGｓサポートローン）

■⼊札制度
県の参加資格要件に係る加点 15



⻑野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度 専⽤ホームページ等によるＰＲ
○登録制度専⽤ＨＰを開設

『 NAGANO SDGs BUSINESS PORTAL 』で検索

00

 登録企業の取組情報の発信
 事例の掲載
 登録企業間の情報発信・交流
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 国内全ての拠点で使⽤する電⼒の再⽣可能エネルギーへの転換を2021年11⽉に完了
 ⻑野県エリアでは、「信州Greenでんき」を活⽤し、温室効果ガスの削減とエネルギーの

地産地消を同時に実現。また、作る側（⻑野県）・売る側（中部電⼒ミライズ）・使う側
（エプソン）の3社が連携して新規電源の開発を促進する官⺠⼀体のプロジェクトも進⾏中

 2023年のグローバルでの再エネ化達成にむけて進⾏中

提供︓セイコーエプソン株式会社

県内企業の取組事例︓使⽤電⼒の再エネ100%化
（セイコーエプソン株式会社）

「信州Green電源拡大プロジェクト」による
特定地点（長野県内）の再エネ開発を直接支援

富士見事業所の
太陽光パネル

全世界における再生可能エネルギーの
活動実績と計画（電力量）

再エネ化率

再生可能（日本）枯渇性（日本） 枯渇性（海外） 再生可能（海外）

協定式（2021年5月）
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県内企業の取組事例︓カーボンニュートラルガスの活⽤
（⻑野都市ガス株式会社）

天然ガス採掘から消費までに発生するCO2を、省エネ対策や
森林整備などによるCO2クレジットと相殺（カーボンオフ
セット）した天然ガス「カーボンニュートラルガス」の販売
を計画
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県内企業の取組事例︓ZEB店舗網の拡大
（株式会社⼋⼗⼆銀⾏）

脱炭素社会の実現に向け、全県にZEB店舗網を拡大。2021年の岩村田
支店に続き、富士見、大町、福島の各支店を『ZEB』※で建替え。
このうち、大町支店は地中熱を利用した冷暖房を導入し、太陽光発
電だけに頼らない新たな試みを実施。
※年間の一次エネルギー消費量が正味ゼロまたはマイナスの建築物

太陽光発電（降雪対策として架台を高く設置） 地中熱ヒートポンプシステム

出典：八十二銀行提供資料

＜大町支店＞

【建物施工会社：㈱相模組、地中熱ヒートポンプシステム設置協力会社：㈱角藤】
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県内企業の取組事例︓製造業における省エネ取組
株式会社プリマ（茅野市）
エア・ウォーター・マッハ株式会社（松本市）

エア・ウォーター・マッハ株式会社
工場における休日の使用電力を低減す
るため、各設備の使用電力を調査。
コンプレッサの設定圧力変更により、
使用電力を低減

⻑野県⼯業技術総合センター環境・情報技術部門が⽀援

株式会社プリマ
コンプレッサ稼働の最適化や、検査機を
用いたエア漏れ箇所把握による省エネ取
組みの実施
産業⽤超⾳波カメラ（⻑野県⼯業技術総合セン
ター所有）によるエア漏れ箇所の見える化
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県内企業の取組事例︓⼩⽔⼒発電設備の開発
株式会社新井製作所（須坂市）

用水路における小水力発電の発電効率向上及びコスト効率改善のため、
発電に適したクロスフロー水車の開発及び実証実験を実施
（令和4年度ゼロカーボン技術事業化⽀援補助金の採択事業）

⽤水路における小水力発電 クロスフロー水車の構造

⻑野県が誇る技術・製品
ＮＡＧＡＮＯものづくりエクセレンス

2022

エクセレンス
ゼロカーボン部門賞

21



県内企業の取組事例︓CO２フリー工場
（サントリー天然⽔ 北アルプス信濃の森工場）

出典︓サントリーHP

⻑野県産業投資応援助成金活⽤
（令和２年 信州ものづくり産業応援助成金） 22



県内企業の脱炭素への取組に関する調査
脱炭素への取組をしている企業数は半数に届かない ４５.３％
・具体的な目標を設定し、取り組んでいる。 １９.０％
・目標設定はないが取組を初めている。 ２６.3%

（⼀財）⻑野経済研究所調べ 23



・脱炭素に取り組む上で、
どのレベルまで対応が必要か分からない

・・・・・６０.2%

・取り組むための専門知識やノウハウは不⾜
・・・・・５８.5％

・コストに⾒合う効果が⾒込めない
・・・・・５０.4％

・取組みを推進する人材がいない
・・・・・３８.9％

地⽅の中⼩企業が直面する課題
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地⽅の中⼩企業が直面する課題

（⼀財）⻑野経済研究所調べ 25



本⽇の論点

・県としては、これまでの支援（技術開発支援、
LCAにおけるカーボン排出量可視化・削減支援）
に加え、中⼩企業向けエネルギーコスト削減
ツールを開発を検討

・今後の⻑野県の産業界の脱炭素を加速させるため
に何が必要か、幅広い意⾒をお聞きしたい。

・特に、①排出量の可視化のサポートに対するご
意⾒、②イノベーションを加速させるためのご意
⾒をお聞きしたい。
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